
◎東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置
法

（平成一四年七月二六日法律第九二号）（衆）　　

一、提案理由（平成一四年七月一六日・衆議院本会議）

○田並胤明君　ただいま議題となりました東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進

に関する特別措置法案につきまして、提案の趣旨及びその内容を御説明申し上げます。

　遠州灘西部から熊野灘及び紀伊半島の南側の海域を経て土佐湾までの地域並びにその

周辺の地域における地殻の境界を震源とする大規模な地震である東南海・南海地震につ

きましては、高い確率で発生するとの科学的評価がなされ、今世紀前半に地震及び津波

による甚大な被害が広い地域で発生するおそれがあるとされており、事前の対策を着実

に進めておくことが必要であります。

　本案は、この趣旨から、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進を図るため、特

別の措置を講じようとするものであり、その主な内容は、次のとおりであります。

　第一に、内閣総理大臣は、中央防災会議に諮問し、東南海・南海地震が発生した場合

に著しい地震災害が生ずるおそれがあるため、地震防災対策を推進する必要がある地域

を、東南海・南海地震防災対策推進地域として指定するものとしております。

　第二に、中央防災会議は、同推進地域の指定があったときは、東南海・南海地震防災

対策推進基本計画を作成し、その実施を推進しなければならないものとしており、また、

指定行政機関、指定公共機関及び地方自治体等は、この基本計画を基本とし、それぞれ

の防災計画において、避難地、避難路及び消防用施設等の整備に関する事項並びに津波

からの防護及び円滑な避難の確保に関する事項等を定めなければならないものとしてお

ります。

　第三に、同推進地域内の病院、劇場及び百貨店等その他不特定かつ多数の者が出入り

する施設等を管理し、または運営する者は、あらかじめ、当該施設または事業ごとに、

津波からの円滑な避難の確保に関する事項等を定めた対策計画を作成し、都道府県知事

に届け出なければならないものとしております。

　第四に、国及び地方公共団体は、同推進地域において、避難地、避難路、消防用施設

その他東南海・南海地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備等に努めなけ

ればならないものとしております。

　第五に、国は、東南海・南海地震に関する観測及び測量のための施設等の整備に努め

なければならないものとするとともに、この地震に係る地震防災対策の推進のため必要

な財政上及び金融上の配慮をするものとしております。

　以上が、本案の提案の趣旨及び主な内容であります。

　本案は、本日の災害対策特別委員会において、全会一致をもって成案と決定し、これ

を委員会提出法律案とすることに決したものであります。

　なお、本委員会におきまして、東南海・南海地震等に係る地震防災対策の強化に関す



る件を本委員会の決議として議決したことを申し添えます。

　何とぞ速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。

○決議（平成一四年七月一六日）

　東南海・南海地震等に係る地震防災対策の強化に関する

　件

　東南海・南海地震は海溝型地震の中でも大規模であり、発生した場合において国民の

生命、身体及び財産等に重大且つ広範な被害を及ぼすおそれがあることに鑑み、政府は

東南海・南海地震等に係る地震等防災対策の推進を図るため、特に次の諸点について適

切な措置を講じ、万全を期するべきである。

一　東南海・南海地震に係る防災対策推進のための国・地方公共団体の組織体制の充実

強化を図るとともに、必要な施策の速やかな実施に万全を期すること。

二　地震に関する観測・測量のための施設等の早急な整備をはかると共に、東南海・南

海地震における地震予知の重要性に鑑み、予知に資する科学的な技術水準の向上に努

めること。

三　東南海・南海地震において最も警戒をすべき津波災害については、緊急を要する危

機管理の視点に立って、津波災害の特性について国民への周知徹底を図るとともに、

定期的避難訓練の実施等に配慮すべきこと。

四　津波災害防止という視点に立ち、港湾整備事業等の速やかな実施、避難地、避難路

等の避難施設の整備等、必要な施策を講ずること。

五　他の海溝型地震についても同様の措置を講ずること。

　右決議する。

二、参議院災害対策特別委員長報告（平成一四年七月一九日）　　

○加藤修一君　ただいま議題となりました法律案につきまして、災害対策特別委員会に

おける審査の経過と結果を御報告申し上げます。

　本法律案は、東南海・南海地震による災害から国民の生命、身体及び財産を保護する

ため、東南海・南海地震防災対策推進地域の指定、東南海・南海地震防災対策推進基本

計画等の作成について特別の措置を定めることにより、東南海・南海地震に係る地震防

災対策の推進を図ることを目的とするものであります。

　委員会におきましては、提出者衆議院災害対策特別委員長より趣旨説明を聴取した後、

採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。

　なお、法律案に対して附帯決議が付されております。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年七月一七日）

　東南海・南海地震は海溝型地震の中でも大規模であり、発生した場合において国民の

生命、身体及び財産等に重大かつ広範な被害を及ぼすおそれがあることに鑑み、政府は、



東南海・南海地震等に係る地震等防災対策の推進を図るため、本法の施行に当たり、特

に次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾なきを期すべきである。

一、東南海・南海地震に係る防災対策推進のための国・地方公共団体の組織体制の充実

強化を図るとともに、必要な施策の速やかな実施に万全を期すること。

二、地震に関する観測・測量のための施設等の早急な整備を図るとともに、東南海・南

海地震における地震予知の重要性に鑑み、予知に資する科学的な技術水準の向上に努

めること。

三、東南海・南海地震において最も警戒をすべき津波災害については、緊急を要する危

機管理の視点に立って、津波災害の特性について国民への周知徹底を図るとともに、

定期的避難訓練の実施等に配慮すべきこと。

四、津波災害防止という視点に立ち、港湾整備事業等の速やかな実施、避難地、避難路

等の避難施設の整備等、必要な施策を講ずること。

五、災害復旧を円滑かつスピーディーに推進するために、あらかじめハザードマップの

整備や電子図面の整備等、復旧に必要な対策の強化に努めること。

六、災害の発生に際し、国民生活の生命線でもあるライフラインの復旧について国及び

地方公共団体等は積極的に協調・協力すること。

七　他の海溝型地震についても同様の措置を講ずること。

　右決議する。

　

　（注）　衆議院においては、委員会の審査は省略された。


